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日本の職業人教育の課題と 

熊本大学への期待 

職業人教育システムのイノベーション研究拠点形成プロジェクトの 

報告を伺って 

＊日本の為に重要であると感じたこと 
• 職業人教育システムに関する研究を更に高度化し、イノベーションを

先導する全国拠点として地位を確立する。 
• 人材育成を通じて、職業人教育システムに関する研究者等が多数輩出

されることを目指す。 

＊同感であること 
・ 我が国の大学の教育学分野は、「ペダゴジー（pedagogy）」に偏り、

「アンドラゴジー（andragogy）」の視点からの研究教育が不十分で
ある。また、企業内教育に関する研究教育を行う大学院は、本専攻以
外にほとんどない。我が国の人材育成上の重要課題に大きく貢献し、
世界最高水準を目指し得る研究拠点として活動している。 

＊続けてほしいこと 
・ 教育イノベーションの基盤となる教授・/学習システム開発  
・ プロフェッショナル(専門職業人)養成・研修システムのイノベーション 
・ 高等教育におけるエンプロイアビリティ(就業力)育成システム 
・ 学習支援システムやポートフォリオ等のシームレスな統合システム開発 

職業人教育システムのイノベーション研究拠点形成プロジェクトの 

報告を伺って 

＊実用化してほしいこと 

・ プロフェッショナル養成（ＦＤ）の育成プログラムの開発と実用化 

 ｅラーニングでの自主的な学習を支援するツールおよび運用ノウハウ
の開発 

＊活動の継続について 

 是非このようなプロジェクト活動を継続する方策を練ってほしい 

  研究成果の実用化⇒普及活動⇒社会の進化に対応する職業人教育の
研究/実践支援 

 ⇒サービス産業化、ビッグデータ活用能力、Agility 

 

 

• 日本イ-ラーニングコンソシアム 会長 

• モバイルラーニングコンソシアム 会長 

• 富士ゼロックス(株)で２０年企業内教育実践 

 ゼロックスコーポレーションに富士ゼロックス製品の教材を輸出、アメリカ
でのCRIやLeaner Centricを活かした企業内教育を経験 

• NTTラーニングシステムズ(株)で教育事業会社設立に参画、ｅラーニングを
含む研修事業、映像事業、インターネット事業を立ち上げ 

• アメリカの企業内教育とｅラーニング活用を30年にわたりベンチマーキン
グ 

• 文部科学省  

 大学設立審査委員会 現代ＧＰ審査委員会 大学通信教育協力者会議  

• 元 鳴門教育大学 大学院 非常勤講師 

• 前 熊本大学  
 大学院 教授システム学専攻科 非常勤講師 

DEC 

企業内教育学は必須の学問 

CRI: Criterion Instruction TCL: Trainee Centered Learning  

ID: Instructional Design DEC 

■企業が求める企業内教育は
業務実践能力の育成は必須 
■日本のCUは実務能力の育成
分野には踏み込めていない 
■実務への貢献を評価出来な
い教育リソースの消費は経営
層は認めない 
■実務に貢献できる教育であ
れば投資、貢献できなければ
経費 

CBTとID 

• Boeingは圧巻 
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• 1988年には自社でネッ
トワーク型LMSまで開
発していた 

Massachusetts Mutual Life Insurance Company 

売れる営業マンの行動を分析して、売れない営業マンとの営業スキル
を分析、最大の差異は電話訪問でのOKを取る電話での会話術にある
ことを分析、電話対応技術を磨き営業成績の嵩上げを果たし、企業
業績を引き上げる実績を残した。 

      

レーザーディスクで顧客が電話
で応対し、その画像に応対する
学習者の姿と声をビデオで録画、
インストラクターが１：１で評
価をし、OKを出すまで自分で練
習をする。 

このような教育法が今、Flipped  
Learningなんて話題になってい
る。 

ＸＸ 
NTTの営業マン教育プログラ

ムの開発要望を受けて顧
客の要望を聞き出す術を
教えるCOS*をVITAL社と提
携、開発。 

COS: Customer Oriented Selling 

 

それまでの営業スキルはモノを売るスキル
で、お客の望むことを聞き出すスキルを教
えるプログラムは新しい考え方であった。 

これはモノを売る時代からサービスを売る
時代への変化点であった。 

それからモノを売る教育プログラムは売れ
なくなった 

 

24年前からIDerの必要性を 
痛感していた 

当時認知心理学派と行動心
理学派があり行動心理学派
が実用的教科が充実している。 

ハーバード等は認知心理系の
ため・・・・ 

日本の企業内教育を見て感じること 

＊サービス産業化する時代の変化に追いついていない 

 特にワークパラダイム、メディアの変革に鈍感であ
る 

＊人材開発担当の多くは実務能力育成は自分の担当範
囲と思っていない 

＊時代の変革をソーシャルメディア、スマートメディ
アなどのツールの窓を通じてからしか見ることがで
きない⇒コンテンツを教えるためだけに新しいメディアが使えるので
は無い 

＊実務能力の育成法は激変するのに、教育担当者の意
識も能力も追いついていない 

 

工業社会から情報社会への変化 

こ 
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非構造化情報とは仲間、専門家の持つ暗黙知や形式知化さ
れた各種情報 

非構造化情報をうまく使う術は重要な組織と個人の能力 

教育システムはこの構造に気づかなければならない 

非構造化情報 

構造化情報 

Information 

仕事には非構造化情報がより重要になる  教育の機能を変革せねばならない 
 最新のLearningスタイル 

 Education=将来への学び 

 Training=近い将来への学び 

 Information=目前の仕事への学び 

 速い仕事＝ 

 俊敏性＝agility 

熊本大学 教授システム学専攻科への 

期待 
＊企業内教育をマクロの視点で俯瞰できる職業人教育
のプロフェッショナル育成を期待している 

＊Andragogyの実践ノウハウを蓄積し、拡げてほしい 

＊情報社会のワークパラダイムに適した企業内教育の
実践ノウハウを蓄積／教育を期待している 

＊そして大きくなって企業内教育のプロの数を増やし
てほしい⇒数が少なければ力にならない 


